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１ 調査の趣旨 

  本市議会では、令和４年３月の臨時会において、本市ふるさと納税返礼品の手数料に

係る不明瞭な事務処理が明らかになったことを受け、その原因究明と、仮に本市がふる

さと納税制度の対象から除外された場合の対応についての調査を行うために、ふるさと

納税問題調査特別委員会による調査とあわせて、議会から要望して設置された洲本市ふ

るさと納税問題第三者調査委員会による調査がなされた。 

令和５年１０月には、同特別委員会の調査報告において、ふるさと納税制度からの指

定取消しをはじめ、一連の原因は、不適切な事務処理が行われていた当時の市長をはじ

め、市幹部のコンプライアンス意識の低さや、年々増加するふるさと洲本もっともっと

応援寄附金の収入額に比例し、元課長に権限が集中する形となり、より多くの寄附額を

集めることに注力し、結果として、内部統制機能が正常に働かなかったこと、ずさんな

在庫管理や情報共有がなされていないことなどが考えられる。さらに、ふるさと納税に

係る書類等についても、適正に作成、管理されているとは言えず、議会の議決が必要で

ある契約についても認識は甘く、議会軽視と言わざるを得ないと指摘した調査報告がま

とめられた。その中でも、元市職員によるふるさと納税事務に関連した不適切な事務処

理等については、地方自治法第１００条に基づく、調査権限の強い特別委員会におい

て、より深く調査を行うべく当委員会が設置された。 

 

２ 調査特別委員会の設置及び調査事項 

 ⑴ 設置の決議 

  「元市職員の不適切な事務処理等の調査に関する決議」 

  令和５年１０月１９日、令和５年第５回洲本市議会定例会において可決 

 

 ⑵ 委員会の名称及び構成 

  ➀名称   元市職員の不適切な事務処理等に関する調査特別委員会 

  ②定数   ６人 

  ③委員長  木 戸 隆一郎 

  ④副委員長 柳 川 真 一 

  ⑤委員   間 森 和 生 

        濱 野   隆 

        中 野 睦 子 

        先 田 正 一 

 

 ⑶ 調査事項 

  ➀ 温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

  ② お節料理の管理について 

  ③ 旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

  ④ 商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 
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 ⑷ 調査権限 

   地方自治法第１００条第１項及び第１０項並びに同法第９８条第１項の権限を元市

職員の不適切な事務処理等に関する調査特別委員会に委任する。 

 

 ⑸ 調査期限 

   議会の閉会中も調査を行うことができるものとし、調査が終了するまで継続して行

うことができる。 
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３ 委員会の開催状況  

 日時・場所 協議内容等 

第１回 令和５年１０月１９日（木） 

午前１０時４４分～午前１０時５４

分 

第２委員会室 

１ 正副委員長の互選 

 （木戸委員長、柳川副委員長が当

選） 

２ 委員会の運営方針 

 （概ね、半年程度を期限として、 

今後、１０回の調査を行うという

ことに決定。） 

３ 次回開催時期 

 （開催日時について、 

正副委員長で協議し、決定するこ

とに決定。） 

第２回 令和５年１１月２０日（月） 

午後１時３０分～午後１時４２分 

議場 

１ 調査事項の確認 

 （調査事項を 

「温泉利用券に関する虚偽の公文

書を作成した疑惑について」 

「お節料理の管理について」 

「旧東京アンテナショップでの在

庫管理について」 

「商品券を使用して購入した 

ＰＣ・プリンターについて」とす

ることに決定。） 

２ 記録提出要求 

 （お節料理の管理について、 

Ｋ社へ 

受注が確認できる書類として、請

求書、納品書。元課長とのメール

でのやりとり。 

洲本市へ、 

最新のお節料理の配布先が確認で

きる書類の一覧。Ｋ社とのメール

でのやりとり。 

温泉利用券に関する虚偽の公文書

を作成した疑惑について、 

洲本市へ、 

令和３年４月１日付、Ｃ連盟から

の洲本温泉利用券にかかる見積



4 

 

書。 

商品券を使用して購入したＰＣ・

プリンターについて、 

Ｌ社へ 

請求書と納品書。 

洲本市へ 

発注書。 

以上の記録提出を求めることを決

定。） 

３ 証人出頭要求 

 （Ａ元企画情報部長、Ｂ元企画情報

部長に対して、 

次回委員会に出頭要求を行うこと

を決定。） 

第３回 令和５年１２月７日（木） 

午前１０時００分～午後２時５分 

議場 

１ 証人尋問 

 （Ａ元企画情報部長、Ｂ元企画情報

部長） 

２ 証人出頭要求 

 （Ｃ連盟事務局長、Ｄ旧東京アンテ

ナショップ元店長に対して、 

次回委員会に出頭要求を行うこと

を決定。） 

第４回 令和５年１２月２７日（水） 

午前１０時００分～午後２時５３分 

議場 

１ 証人尋問 

 （Ｃ連盟事務局長、Ｄ元店長） 

２ 記録提出要求 

 （お節料理の管理について、 

Ｋ社へ 

令和３年度における洲本市との間

において締結されたお節料理に関

する契約書、その他関係書類一

式。（契約書が存在しない場合

は、その理由）。お節料理を発送

した送付先の名称、住所、連絡先

（電話番号等）の一覧表。発送伝

票の控え（発送を他の法人等に、

委託して発送伝票を保管していな

い場合には、当該事業者を通じて

開示。）発送に関する委託先事業
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者の名称、住所、連絡先（電話番

号等）。 

旧東京アンテナショップでの在庫

管理について、 

㈱淡路島第一次産業振興公社へ 

旧東京アンテナショップにおける

仕入先の一覧表、各仕入先からの

請求書及び支払い総額。２０１８

年１０月１日から１２月３１日ま

での間に、御食国から発送された

物品すべての発送伝票の控え。 

以上の記録提出を求めることを決

定。） 

３ 証人出頭要求 

 （Ｅ元企画情報部長、Ｆ元魅力創生

課課長補佐に対して、次回委員会

に出頭要求を行うことを決定。） 

第５回 令和６年１月１６日（火） 

午前１０時００分～午後４時４０分 

議場 

１ 証人尋問 

 （Ｅ元企画情報部長、Ｆ元魅力創生

課課長補佐） 

２ 記録提出要求 

 （商品券を使用して購入したパソコ

ン・プリンターについて、 

Ｌ社 

元課長が、商品券を使用して購入

し、市へ納品したものの一覧表及

び、その納品書の記録提出を求め

ることを決定。） 

３ 証人出頭要求 

 （竹内前市長に対して 

次回委員会に出頭要求を行うこと

を決定。） 

４ 書面尋問の要請 

 （Ｈ元魅力創生課係長へ書面による

尋問を要請することを決定。） 

第６回 令和６年２月２２日（木） 

午後１時３０分～午後４時５１分 

議場 

１ 証人尋問 

 （竹内証人） 

２ 書面尋問 
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 （Ｈ元魅力創生課係長の書面尋問へ

の回答を報告。） 

３ 記録提出要求 

 （お節料理の管理について、 

Ｍ社へ 

お節料理にかかる発送伝票、送り

先の一覧。洲本市との契約関係書

類一式（無い場合はその理由。）、

洲本市とのメールのやりとりの記

録提出を求めることを決定。） 

４ 次回の委員会について 

 （年度を跨いで調査を継続するため  

の決議について協議することを決

定。） 

第７回 令和６年３月１２日（火） 

午後４時３０分～午後４時３８分 

議場 

１ 決議について 

 （令和６年度においてもＧ元課長を

はじめ、関係者への調査を継続し

て実施していくため、３月定例会

に、決議を行うことを決定。） 

２ 証人出頭要求 

 （上崎市長、浜辺副市長に対して、

次回委員会に出頭要求を行うこと

を決定。） 

第８回 令和６年５月２日（木） 

午前１０時００分～午後５時１７分 

議場 

１ 証人尋問 

 （浜辺証人、上崎証人） 

２ 記録提出要求 

 （お節料理の管理について、 

Ｎ社へ、 

お節料理の発送伝票、送り先の一

覧、Ｋ社との契約書類一式。 

Ｏ社へ 

お節料理の配送にかかる配送先一

覧の記録提出を求めることを決

定。） 

３ 証人出頭要求 

 （Ｇ元魅力創生課長に対して 

次回委員会に出頭要求を行うこと

を決定。） 
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４ 書面尋問の要請 

 （Ｉ元魅力創生課係長へ書面による

尋問を要請することを決定。） 

第９回 令和６年５月２５日（土） 

午後１時００分～午後５時４１分 

議場 

１ 証人尋問 

 （Ｇ元魅力創生課長） 

２ 書面尋問 

（Ｉ元魅力創生課係長の書面尋問へ

の回答を報告。） 

３ 今後の予定について 

 （これまでの証人尋問での証言、記

録提出があった資料などを確認し

ながら、報告書をとりまとめてい

くことを決定。） 

第 10回 令和６年６月１８日（火） 

午後４時５０分～午後４時５２分 

議場 

１ 書面尋問の要請 

 （Ｊ元魅力創生課係員へ書面による

尋問を要請することを決定。） 

２ 次回の委員会について 

 （次回の委員会開催について、委員

協議会で協議することを決定。） 

第 11回 令和６年１０月２８日（月） 

午後１時３０分～午後１時３７分 

議場 

１ 調査報告書（案）について 

  

２ 記録の返還について 

（調査終了に伴い、関係者から提出

された記録を返還することに決

定。） 
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４ 証人の出頭等 

 ⑴ 証人として出頭を求めた者、証言を求めた事項 

  ➀Ａ 元企画情報部長 

   ○出頭を求めた日時 

    令和５年１２月７日（木）午前１０時 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

 

  ②Ｂ 元企画情報部長 

○出頭を求めた日時 

    令和５年１２月７日（木）午後１時３０分 

   ○証言を求めた事項 

    ・お節料理の管理について 

 

③Ｃ 連盟事務局長 

○出頭を求めた日時 

    令和５年１２月２７日（水）午前１０時 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

 

④Ｄ 旧東京アンテナショップ 元店長 

○出頭を求めた日時 

    令和５年１２月２７日（水）午後１時３０分 

   ○証言を求めた事項 

    ・旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

 

⑤Ｅ 元企画情報部長 

○出頭を求めた日時 

    令和６年１月１６日（火）午前１０時 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

 

⑥Ｆ 元魅力創生課課長補佐 

○出頭を求めた日時 

    令和６年１月１６日（火）午後１時３０分 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

    ・お節料理の管理について 
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    ・旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

    ・商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

 

⑦竹内通弘 前市長 

○出頭を求めた日時 

    令和６年２月２２日（木）午後１時３０分 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

    ・お節料理の管理について 

    ・旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

    ・商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

 

⑧浜辺 学 副市長 

○出頭を求めた日時 

    令和６年５月２日（木）午前１０時００分 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

    ・お節料理の管理について 

    ・旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

    ・商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

 

⑨上崎勝規 市長 

○出頭を求めた日時 

    令和６年５月２日（木）午後１時３０分 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

    ・お節料理の管理について 

    ・旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

    ・商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

 

⑩Ｇ 元魅力創生課長（退職） 

○出頭を求めた日時 

    令和６年５月２５日（土）午後１時００分 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

    ・お節料理の管理について 

    ・旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

    ・商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 
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 ⑵ 書面による尋問を求めた者、証言を求めた事項 

➀Ｈ 元魅力創生課係長 

   ○証言を求めた事項 

    ・温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

    ・お節料理の管理について 

    ・商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

 

②Ｉ 元魅力創生課係長 

   ○証言を求めた事項 

    ・お節料理の管理について 

     

③Ｊ 元魅力創生課係員（退職） 

   ○証言を求めた事項 

    ・お節料理の管理について 

 

５ 記録の提出 

 ⑴ 地方自治法第１００条第１項の規定により提出を求めた事項 

  ➀洲本市長 上崎勝規 

   ○提出を求めた記録 

温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

    ・洲本温泉利用券にかかる見積書 

    お節料理の管理について 

    ・Ｋ社とのメール文書 

    ・最新のお節料理の配布先一覧 

    商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

    ・発注書 

   ○提出状況 

     令和５年１１月２１日付で上記の記録の提出を求めたところ、令和５年１１月

２８日に、記録の提出があった。 

なお、Ｋ社とのメール文書、商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターの発

注書については、不存在として提出されなかった。 

 

②Ｋ社 

   ○提出を求めた記録 

    お節料理の管理について 

    ・請求書、納品書 

    ・洲本市とのメール文書 
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   【追加請求分】 

    ・令和３年度に洲本市と締結した契約書、その他関係書類一式（契約書が存在し

ない場合は、その理由） 

    ・お節料理を発送した送付先の名称、住所、連絡先（電話番号等）の一覧表 

・発送伝票の控え（発送を他の法人等に委託して、発送伝票を保管していない場

合には、当該事業者を通じて開示） 

・発送に関する委託先事業者の名称、住所、連絡先（電話番号等） 

   ○提出状況 

     令和５年１１月２１日付で上記（【追加請求分】除く）の記録の提出を求めたと

ころ、令和５年１１月２８日に、記録の提出があった。 

なお、納品書については、不存在として提出されなかった。 

     また、令和５年１２月２８日付で上記、【追加請求分】の記録の提出を求めたと

ころ、令和６年１月２３日に、記録の提出があった。 

なお、契約書については、不存在のため提出はなかったが、市から契約書を作

成しない旨の連絡を受け、代わりに契約内容を記載した申込書を提出するよう市

へ依頼し、作成した旨の報告書の提出があった。 

また、お節料理の発送関係については、不存在のため提出はなかったが、発送

業務については受託していない旨の報告書の提出があった。 

 

③Ｌ社 

   ○提出を求めた記録 

    商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

    ・請求書、納品書 

   【追加請求分】 

    ・元課長が、商品券を使用して購入し、市へ納品したものの一覧表及び、その納

品書 

   ○提出状況 

     令和５年１１月２１日付で上記（【追加請求分】除く）の記録の提出を求めたと

ころ、令和５年１１月２７日に、記録の提出があった。 

なお、納品書については、不存在として提出されなかった。 

     また、令和６年１月１６日付で上記、【追加請求分】の記録の提出を求めたとこ

ろ、令和６年２月１日に、記録の提出があった。 

 

④株式会社淡路島第一次産業振興公社 代表取締役社長 上崎勝規 

   ○提出を求めた記録 

    旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

    ・旧東京アンテナショップにおける仕入先の一覧表、各仕入先からの請求書及び

支払い総額 
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・２０１８年１０月１日から１２月３１日までの間に、御食国から発送された物

品すべての発送伝票の控え 

   ○提出状況 

     令和５年１２月２８日付で上記の記録の提出を求めたところ、令和６年１月２

５日に、記録の提出があった。 

 

⑤Ｍ社 

   ○提出を求めた記録 

    お節料理の管理について 

    ・お節料理にかかる発送伝票、送り先の一覧 

    ・洲本市との契約関係書類一式（ない場合はその理由） 

    ・洲本市とのメール文書 

   ○提出状況 

     令和６年２月２６日付で上記の記録の提出を求めたところ、令和６年３月７日

に、いずれの資料についても不存在との回答書の提出があった。 

 

⑥Ｎ社 

   ○提出を求めた記録 

    お節料理の管理について 

    ・お節料理にかかる発送伝票、送り先の一覧 

    ・Ｋ社との契約関係書類一式 

    ・Ｋ社とのメール文書 

   ○提出状況 

    令和６年５月９日付で上記の記録の提出を求めたところ、Ｋ社とのメール文書に

ついては、令和６年５月２３日に、記録の提出があった。 

なお、お節料理にかかる発送伝票、送り先一覧については、不存在のため提出は

なかったが、配送個数管理情報の提出があった。 

また、Ｋ社との契約関係書類については、不存在のため提出はなかったが、製造

依頼確認書の提出があった。 

 

⑦Ｏ社 

   ○提出を求めた記録 

    お節料理の管理について 

    ・ヤマトジャスト便冷凍を使用して、Ｍ社より依頼を受けた、ふるさと納税用お

節料理配送にかかる下記期間における配送先一覧 

（２０２１年（令和３年）１２月発送（３段４０２個 １段２４４個）） 

（２０２２年（令和４年） １月発送（３段４４７個 １段２１１個）） 

・上記の期間以外にも同様の内容の配送があれば、その配送先一覧 
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【追加請求分１】 

 ・ヤマトジャスト便冷凍を使用して、Ｎ社より依頼を受けた、ふるさと納税用お

節料理配送にかかる下記期間における配送先一覧 

（２０２１年（令和３年）１２月発送（３段４０２個 １段２４４個）） 

（２０２２年（令和４年） １月発送（３段４４７個 １段２１１個）） 

・上記の期間以外にも同様の内容の配送があれば、その配送先一覧 

   【追加請求分２】 

・追加請求分１について、送り状等、お届け先住所、氏名がわかる資料 

○提出状況 

    令和６年７月２５日付で上記の記録の提出を求めたところ、令和６年８月５日

に、配送先件数の提出があったが、上記お節料理の配送なのかは不明との回答書の

提出があった。 

    また、追加請求分２については、伝票画像として確認できず、資料として存在し

ないため、提出することができない旨の回答があった。 

 

６ 委員派遣 

  なし 

 

７ 調査の内容及び委員会としての判断 

⑴ 温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑惑について 

ⅰ 調査対象 

当委員会が調査を進める過程で、①平成３１年４月１日付「魅力創生課・会議・協議・

打合せ・連絡調整記録票」と題する書面（以下「本件文書１」という。）及び②令和３

年１０月１日付「令和３年度洲本温泉利用券に係る仕入れ価格について」と題する書面

（以下「本件文書２」という。）の２通の文書について、その作成経緯について精査す

べき事情（虚偽の公文書が作成された可能性）があると思料するに至った。 

 

ⅱ 認定事実 

ア 洲本市ふるさと納税にかかる総務省による調査 

令和３年末頃から洲本市ふるさと納税に関して、返礼品である洲本温泉利用券（以下

「本件利用券」という。）の調達にあたって、洲本市がこれを補填しているのではない

かとの疑念を受け、令和４年２月頃から総務省は、兵庫県を通じて、洲本市の関係部署

に対して、資料の提供やヒアリングなどを求める調査を実施した（以下「総務省調査」

という。）。総務省調査においては、ふるさと納税返礼品や事務手数料が所定の基準を満

たしているかを中心として調査がなされた。 

総務省調査については、洲本市企画情報部魅力創生課が窓口となって対応し、洲本市

におけるふるさと納税は、同課が担当していたところ、当時、同課課長として同課の事

務を統括していたＧ元課長は、総務省調査に関して、必要書類の準備・提供、説明など
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を行っていた。 

総務省調査の結果、令和４年４月２６日、総務省から洲本市に対して、「ふるさと納

税の対象となる地方団体」の指定取消しが通知されるに至っている。 

 

イ 本件文書１の作成経緯 

本件文書１は、平成３１年４月１日 に、洲本市シティプロモーションに係る協力事

務手数料単価の目安に関して、洲本市魅力創生課（Ｇ元課長ほか１名の職員）とＣ連盟

の事務局長が協議を行ったことを記録する文書である。 

しかし、当委員会における関係者の証言によれば、本件文書１は、同日作成されたも

のではなく、令和４年２月頃、総務省調査が実施された時期に作成されたと認められる。 

また、平成３１年４月１日に、同課とＣ連盟との間で、本件文書１記載の協議がなさ

れたことを示す客観的資料はない。Ｃ連盟事務局長によれば、返礼品や手数料の割合に

ついても知らないということであった。 

本件文書１について、Ｇ元課長は、協議自体は行ったと証言しているものの、本件文

書１の作成時期・押印時期に関する質問に対して、「覚えていません」、「分かりません」

という曖昧な証言にとどまっている。 

他方、Ｃ連盟事務局長は事務手数料などの協議を行ったことを否定し、その他に協議

がなされたことを示す客観的な資料はない。 

 

ウ 本件文書２の作成経緯 

本件文書２は、Ｃ連盟から、本件利用券を仕入れるに際しての仕入価格を決定する際

の決裁書であり、その「起案年月日」は「Ｒ３．４．１」とされ、同年４月１日付、Ｃ

連盟作成名義にかかる「見積書」が添付されている。 

しかし、関係者の証言によれば、令和３年４月１日までに、Ｃ連盟から見積書の交付

はなされておらず、総務省調査が実施された時期（令和４年２月頃）に見積書自体を洲

本市側（魅力創生課）において作成し、Ｃ連盟に押印を求めたものであった。 

 

ⅲ 本件文書１に関する当委員会の判断 

ア 結論 

本件文書１は、虚偽の内容を記載したものであり、その作成、行使について、虚偽有

印公文書作成罪（刑法第１５６条）及び同行使罪（同法第１５８条第１項）に該当する

ことが強く疑われる。 

このため、洲本市において、必要な調査を行い、関係者に対する刑事告訴その他職務

規定違反による適切な処分をされたい。 

また、再発を防止すべく公文書の意義を職員に周知させるべきである。 

 

イ 理由 

本件文書１は、平成３１年４月１日、洲本市シティプロモーションに係る協力事務手
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数料単価の目安について、魅力創生課とＣ連盟が協議したことを記録する文書であるが、

Ｃ連盟事務局長の証言、及び協議が行われたとされる日から約３年が経過した令和４年

２月頃、総務省調査の時期になってから当該文書が作成された経緯からして、真実は、

同日に事務手数料などの協議が一切行われておらず、総務省調査への対応の中で存在し

てしかるべき本件利用券の事務手数料単価に関する資料がないことを糊塗するために、

本件文書１を作成したものであることが強く疑われる。 

したがって、本件文書１については、虚偽の内容を記載して作成したものであること

が強く疑われる。 

また、本件文書１は、決裁書類として洲本市役所内の所定の場所に編てつされ、かつ、

令和４年２月頃、当該文書を内容の真実な文書として、ふるさと納税指定制度に係る調

査のために、同市役所本庁舎に来庁していた兵庫県企画県民部企画財政局市町振興課員

に交付したのであるから、虚偽公文書を行使したものと考えられる。 

 

ⅳ 本件文書２に関する当委員会の判断 

ア 結論 

本件文書２には内容虚偽の記載があり、その作成、行使については、虚偽有印公文書

作成罪（刑法第１５６条）及び同行使罪（刑法第１５８条第１項）に該当するものと考

えられる。 

このため、洲本市において、必要な調査を実施のうえ、関係者に対する刑事告訴その

他職務規定違反による適切な処分をされたい。 

また、再発を防止すべく、公文書の意義を職員に周知するべきである。 

 

イ 理由 

本件文書２は、洲本市ふるさと納税にかかる本件利用券の仕入価格に関する決裁書で

ある。しかし、上記「本件文書２の作成経緯」に記載のとおり、真実は令和３年４月１

日時点では本件利用券の仕入価格に関する決裁が行われておらず、総務省調査が実施さ

れた時期（令和４年２月頃）、本来存在するべき決裁書がないことを糊塗するために、

決裁が行われたかのような記載のある本件文書２を作成したものであることが強く疑

われる。 

したがって、本件文書２は、内容虚偽の公文書と判断せざるを得ない。 

また、本件文書２は、決裁書類として洲本市役所内の所定の場所に編てつされ、かつ、

令和４年２月頃、当該文書を内容の真実な文書として、ふるさと納税指定制度に係る調

査のために同市役所本庁舎に来庁していた兵庫県企画県民部企画財政局市町振興課員

に交付したのであるから、虚偽公文書を行使したものと考えられる。 

 

 

⑵ お節料理の管理について 

ⅰ 調査対象 
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ふるさと納税返礼品として、発注されたお節料理については、当委員会において調査

を進める過程で、配送先不明なものの他に、消費期限が切れたために大量の廃棄措置が

行われたことを確認した。このため、発注及び決裁、配布先、在庫管理、廃棄に至る経

緯について調査することとした。 

 

ⅱ 認定事実 

洲本市ふるさと納税の返礼品として、お節料理が登録されていたところ、当該お節料

理は、大量に発注がなされ、洲本市が保管料を負担して冷凍保存されていた。そして、

冷凍保存されたお節料理は、洲本市企画情報部魅力創生課の管理に属し、Ｇ元課長は同

課長として同課の物品管理者であった。 

令和３年１０月１日付、「『洲本市オリジナルおせち』の開発納品に関する申し込み書」

により洲本市が取得し、同課の所管に属することになったお節料理は、２，０００個（総

額４，８００万円）に及ぶ。しかし、同課において、お節料理の受入れ、及び払出しの

状況が適切に記録されておらず、当委員会の調査の結果、大量に発注され冷凍保存され

ていたお節料理について、多数のお節料理の受入れ、及び払出しの状況が、洲本市にお

いて把握できない状況であることが判明した。 

さらに、廃棄されたとされるお節料理は、一段重５８８個、６，６９６，０００円で

あり、送付先不明のものは、一段重７５個、９００，０００円、三段重２０７個、７，

４５２，０００円（やまなみ苑で廃棄分を含む）となっており、廃棄と送付先不明を合

わせると、一段重６３３個、三段重２０７個、総額１５，０４８，０００円が洲本市の

損害と言わざるを得ない。 

 

ⅲ 当委員会の判断 

ア 結論 

洲本市は、お節料理の亡失にかかる損害の填補を図るために必要な措置を講ずるべき

である。 

 

イ 理由 

前述のとおりＧ元課長は、同課の物品管理者として、同課の所管に属する物品を常に

善良な管理者の注意をもって管理し、その出納を証拠書類によって行わなければならな

い義務を負っていた。しかし、Ｇ元課長は、これらの義務を怠り、令和３年１０月１日

付、「『洲本市オリジナルおせち』の開発納品に関する申し込み書」により洲本市が取得

し、同課の所管に属していたお節料理（オリジナルおせち及びオリジナル三段重おせち）

の管理、及び出納を漫然と行い、多数のお節料理の受入れ、及び払出しの状況を洲本市

に把握することが困難な状態にさせた結果、適正な手続きを経ずに、洲本市からお節料

理の占有を離れさせ（管理不十分により廃棄に至ったものを含む。）、洲本市に財産的損

害を生じさせた。 

したがって、Ｇ元課長及びその関係者はかかる損害を賠償する責任があると思料する
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ため、洲本市においては、損害の賠償を求める所要の措置を講ずるべきである。 

 

 

⑶ 旧東京アンテナショップでの在庫管理について 

ⅰ 調査対象 

旧東京アンテナショップでの在庫管理については、当委員会において調査を進める過

程で、本市より運営を業務委託されていた株式会社淡路島第一次産業振興公社（以下、

業務委託事業者という）は、ショップ開店後わずか２カ月あまりで洲本市から委託契約

を解除されていた。解除の理由は、「業務の処理に関し適切な履行を求め 改善を指示し

たが、期限までに適切な措置が実施されなかったため」とされているが、背景には業務

委託事業者と洲本市、とりわけＧ元課長個人との間で多岐にわたる紛争が存在したよう

である。このため、その経緯について調査することとした。 

 

ⅱ 認定事実 

ア 旧東京アンテナショップで販売されていた商品の中で、業務委託事業者の社員が経営

する会社より納入されていることや、仕入の価格が販売価格を上回る商品があることが

確認された。 

 

イ 旧東京アンテナショップにおいて、元課長が料金を支払わず飲食や、業者などに商品

を振る舞っていたと言う話が報道の中であったが、事実かとの質問に対して、Ｄ元店長

は「はい」と証言する一方で、Ｇ元課長は「いや、それは事実でないと思います」と証

言し、証言が食い違っている。 

また、その金額がいくらかだったかについては、業務委託事業者が一般的な損失処理

をしており、金額が明確にわかる客観的資料は特定できなかった。 

 

ⅲ 当委員会の判断 

ア 結論 

業務委託事業者の契約に関する事項や、洲本市との業務委託契約に関して内部で検証

し、改善策を講ずべきである。 

 

イ 理由 

業務委託事業者は、旧東京アンテナショップの運営に関し、平成３１年３月２２日付、

「履行及び報告等に関する指示について」では、運営体制の変更について、契約等につ

いて、事故等に係る適切な対応都市への迅速な報告について、プレゼンテーションの内

容についての４点の事項の履行及び報告等を、洲本市から業務委託事業者へ指示したが、

期限までに適切な措置が実施されなかったため、平成３１年３月３１日をもって業務委

託を解除されている。 

また、運営の根幹に関わる販売価格の決定や弁当販売に係る経費負担について、書面
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を交わしていないなど、ずさんな対応だったと言わざるを得ない。 

 

 

⑷ 商品券を使用して購入したＰＣ・プリンターについて 

ⅰ 調査対象 

令和２年７月頃、令和４年３月頃にそれぞれＧ元課長が購入したパソコン及びその関

連商品について、洲本市が発行した「ふるさと洲本応援商品券」 （以下「本件商品券」

という。）を代金の一部として交付した行為について、本件商品券の管理における問題

及び業務上横領罪に該当する可能性について調査を行った。 

 

ⅱ 認定事実 

ア 本件商品券は、洲本市企画情報部魅力創生課において印刷、保管されていたものの、

個別の識別番号ないし通し番号は印刷されず、同課の管理から外れるに際して、使途・

目的・交付先、枚数、通貨換算した場合の金額などの管理がなされておらず、持ち出さ

れても把握できない環境にあった。 

また、ふるさと納税寄附者に対する返礼品である温泉利用券の「おまけ」として返礼

品に同封されることがあった。  

 

イ Ｇ元課長は、令和２年７月当時、同課長の職にあり同課の物品管理者として、洲本市

の所有する本件商品券の管理の職務に従事していたところ、同年７月頃、自ら使用する

ためにＬ社からＭａｃＢｏｏｋＰｒｏ（１３インチ）及びその付属品（以下「本件パソ

コン１」という。代金合計４５万７，１１６円）を受け取った。本件パソコン１は、備

品登録がなされておらず、もっぱらＧ元課長が使用していたものである。 

Ｇ元課長は、前述の本件パソコン１の代金相当額を、Ｌ社に交付した商品券をもって

弁済に充当した。この点、Ｇ元課長は、商品券での弁済を否定している。しかし、Ｌ社

は、商品券で支払いを受けたものとして記録の提出をしている。さらに、Ｇ元課長は、

本件パソコン１の購入その他を含めて令和５年３月２９日に懲戒処分（停職６カ月）を

受けているところ、これに先立つ同年３月２３日、本件パソコン１の代金相当額を自ら

弁済している。 

これらの事情に鑑みれば、Ｇ元課長は、本件パソコン１の代金相当額を、本件商品券

をもって弁済に充てたと認めるのが相当である。 

 

ウ Ｇ元課長は、令和４年３月頃、自らが使用するためにＬ社からＭａｃＢｏｏｋＰｒｏ

（以下「本件パソコン２」という。）を受け取った。Ｇ元課長は、同時期も前述同様に

本件商品券を管理する立場あったところ、パソコン２の代金相当額をＬ社に交付した商

品券（４５０枚、時価４５万円相当）をもって弁済に充当した。この点、Ｇ元課長は、

商品券での弁済を否定している。しかし、Ｌ社は、商品券で支払いを受けたものとして

記録の提出をしている。 
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ⅲ 本件パソコン１に関する当委員会の判断 

ア 結論 

Ｇ元課長が、令和２年７月頃のパソコン及びその関連商品の代金に充てるために本件

商品券を交付した行為は、業務上横領罪（刑法第２５３条）に該当するものと考えられ

るため、洲本市においては、必要な調査を行った上で、刑事告訴を含む適切な措置を講

ぜられたい。 

 

イ 理由 

Ｇ元課長は、令和２年７月当時、洲本市の所有する本件商品券の管理の職務に従事し

ていたところ、同月頃、洲本市役所内その他の場所において、自ら又は同課職員をして、

洲本市内において事務用品の販売等を業とするＬ社の社員に対し、複数回に分けて自己

の管理にかかる本件商品券１，０５０枚（時価１０５万円相当）を交付して、そのうち

の一部を自らがＬ社から購入したパソコン及びその関連商品の代金合計４５万７，１１

６円の弁済に充てるために費消した。かかる行為は、業務上横領罪（刑法第２５３条）

に該当すると判断せざるを得ない。 

 

ⅳ 本件パソコン２に関する当委員会の判断 

ア 結論 

Ｇ元課長が、令和４年３月頃のパソコンの代金に充てるために本件商品券を交付した

行為は、業務上横領罪（刑法第２５３条）に該当するものと考えられるため、洲本市に

おいては、必要な調査を行った上、刑事告訴を含む適切な措置を講ぜられたい。 

 

イ 理由 

Ｇ元課長は、令和４年３月当時、洲本市の所有する本件商品券の管理の職務に従事し

ていたところ、同月頃、Ｌ社の社員に対し、自己の管理に係る本件商品券４５０枚（時

価４５万円相当）を交付して、自らがＬ社から購入したパソコン４５万円の弁済に充て

た。かかる行為は、業務上横領罪（刑法第２５３条）に該当すると判断せざるを得ない。 

 

８ 総括 

当委員会は、令和５年１０月のふるさと納税問題調査特別委員会（以下、同特別委員

会という）において指摘された、元市職員のふるさと納税事務に関する不適切な事務処

理等について、調査権限の強い地方自治法第１００条に基づき、より深く調査を行うべ

く設置された。 

調査事項については、温泉利用券に関する虚偽の公文書を作成した疑いについて、お

節料理の管理について、旧東京アンテナショップにおける在庫管理について、商品券を

使用して購入したＰＣ・プリンターについての４つの項目を中心に調査を進め、その結

果として、虚偽公文書作成及び行使に対する告訴等、お節料理に関して、ずさんな計画



20 

 

及び管理による損害の補填、業務委託事業者との業務執行に関する検証と改善、ふるさ

と洲本応援商品券で購入されたパソコンにおける業務上横領に対する告訴等を、それぞ

れ求めるものである。 

この間の調査及び証人尋問から、Ｇ元課長に権限が集中したことや内部統制システム

が機能不全に陥ったことは、上席の部長、副市長、市長の責任も重大である。市当局に

おいては、速やかに調査結果及び委員会の判断について、精査の上、告訴等適切な対応

をとられることを求める。そして、市政の信頼回復、また円滑な市政運営に努めること

を切に要望するものである。 

また、ふるさと納税制度復帰に向けては、総務省の基準を遵守した制度設計と、その

チェック体制及び管理体制の確立、産品と参加事業者に関して、厳格化及び明確化等が

必要である。ふるさと納税制度からの指定取消しから２年余りが経過し、この間、並行

して設置されたふるさと納税事務調査特別委員会等で様々な角度から調査が進められ、

市当局からは改善策が示されているが、より一層スピード感をもって取り組みを進める

ことを望むものである。 

最後に、当委員会の調査にご協力をいただいた関係各位に感謝を申し上げ、調査報告

とする。 

 

９ 証言拒否等 

⑴ 証人の出頭拒否、参考人の出席拒否の状況 

なし 

⑵ 証人の証言拒否の状況 

なし 

⑶ 虚偽の証言、自白の状況 

なし 

⑷ 記録の提出拒否の状況 

なし 

⑸ 宣誓拒否の状況 

なし 

 

10 告発 

⑴ 告発の状況 

   なし 

 

⑵ 告発の取下げ 

なし 
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11 調査経費 

 ⑴ 調査経費に関する議会の議決の状況 

   令和５年度分   ５０万円以内（令和５年１０月１９日議決） 

   令和６年度分   ５０万円以内（令和６年 ３月２５日議決） 

 

 ⑵ 決算見込み額 

   令和５年度 

    予算執行なし 

   令和６年度 

節 内容 金額（円） 

８節 旅費 証人 1人分の交通費・宿泊費 ３１，９３１円 

合計 ３１，９３１円 

 

12 その他 

 ⑴ 証人に対する公示送達 

   なし 


